　報告は、①から順番に行われた。

　政府・与党社会保障改革検討本部は、6月30日、「社会保障・税一体改革成案」を決定した。この中の「Ⅲ　年金」部分(添付：「一体改革成案　年金部分」)では、被用者年金の一元化、短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大などが記述されている。

　このため、今後、厚生労働省社会保障審議会年金部会において「被用者年金の一元化」について、具体化にむけた検討が行われる。

　今回の分科会では、これらの状況について報告が行われた。また、直近の参考例として、自公政権時代の2007年の被用者年金一元化法案の概要について解説が行われた。

　厚生労働省社会保障審議会年金部会は、8月26日から神野直彦東京大学名誉教授を座長に、すでに開始されている。今後は、月２回程度のペースで開催し、各項目について順次議論を進め、2013年の国会への提出にむけ年内のとりまとめをめざす、とされている。

　この中で、松本特別委員(自治労総合労働局長)は、次の通り要請した。

①共済組合制度は、医療・年金・福利厚生を一体として行うことで、効率よくサービスが提供される公務員制度の一環である。職員が安心して働くことができるよう、医療・年金・福利厚生一体の共済組合制度を維持していただきたい。

②2007年の一元化法案では、職域部分について廃止するものの、法案の附則において、「新３階年金については、平成19年度中に検討を行い、その結果に基づいて別に法律で創設し、職域部分の廃止と同時に実施する」との趣旨が規定されていた。今回については、人事院の調査をもとに政府において検討が行われると思われるが、職員が意欲をもって働くことができるよう水準を維持した仕組みとなるよう要請したい。

③短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大についても検討されると説明があったが、地方自治体で働く臨時・非常勤職員は、全国で60万人ほどと考えられている。しかし、共済組合の加入要件は厳しく、ほぼ常勤の職員でなければ加入することができないのが実態である。厚生年金の加入要件の緩和と併せて、共済組合の加入要件の緩和についても検討していただきたい。

　これに対して、佐々木幹事(総務省福利課長)は、①、②については、そのように考えている。③については、共済組合制度の制度設計に係ることであるので、宿題とさせていただきたい、と答えた。

以上

